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自分はインボイス制度に登録すべき？
～第2弾～ 自社の仕入と仕入先との関係

インボイス制度まで
あと10ヶ月

自分が「課税事業者」で「原則課税」なら・・・
⇒仕入先の登録状況を確認する必要があります！

課税事業者︖
原則課税︖

消費税の納税義務がある事業者です。
原則的な消費税の計算方式です。
例外規定として簡易課税制度を選択できます。
(⼀般的に不動産賃貸業は簡易課税を選択するケースが多いです。)

Q 仕⼊先は免税事業者だが、そもそも何か対応する必要があるのか︖
A ⼀切対応しない場合は次のようになります。
売上110万円(内税10万円) 仕⼊55万円(内税5万円)
①インボイス制度前の計算
売上消費税10万円－仕⼊消費税5万円＝納付税額5万円

②インボイス制度後の計算
売上消費税10万円－仕⼊消費税0万円＝納付税額10万円

同じ売上・仕入なのに納税負担だけ増えた！

自社が原則課税で消費税の計算をするとき、仕⼊先に免税事業者がい
ると同じ売上・仕⼊でも納税負担が増えてしまいます。この場合には
以下の対応をすることになります。

①値下交渉をする ②登録を要請する ③仕入先を変える
仕⼊先との関係性なども踏まえながら取るべき対応を検討しましょう。

※計算の簡略化のため経過措置は考慮しておりません。


